
№ 書  類  の  名  称    様式番号
写し
可  備        考 提出

1 入札参加業者登録申請書
様式第１号（第
３条，第４条関
係）

大崎市指定様式　※電子データ提出必須
登録上の実印を押印すること。 　

○

2 登録希望業務総括表
様式第１号（そ
の５）（第４条
関係・管理用）

大崎市指定様式　※電子データ提出必須 ○

3 許認可及び有資格者状況表
様式第１号（そ
の６）（第４条
関係・管理用）

大崎市指定様式　※電子データ提出必須 ○

4 誓約書・役員名簿 様式第１・２号 役員名簿については，氏名の「ふりがな」も記載。 ○

5 令和5・6年度登録通知書 ○ 大崎市のもの（登録がある場合のみ） 登録者のみ

6
法人の全部事項証明書(現在事項
証明書)

○
令和６年１０月１日以降に証明のもの。個人業者の場合は身
分証明書に替える。

○

7 市内支店・営業所等調書
第11号様式
その1～その3

大崎市指定様式 委任先として大崎市内に支店・営業所等が
ある場合提出。

○

8 申請業種に関する登録証明書 ○ 有効期間内のもの ○

9 代表者印の印鑑証明書 ○
令和６年１０月１日以降に証明のもの。個人業者の場合は代
表者個人の印鑑証明書に替える。

○

10 委任状(委任先を設ける場合のみ) 第３号様式 受任者の住所と印鑑を忘れないこと。 ○

11
使用印鑑届出書（取引で実印以外
を使用する場合）

第４号様式 入札，見積，契約の締結等に使用する印鑑 ○

12 国税未納税額のない証明
個人：その3の2
法人：その3の3

○
所管の税務署長が証明する令和６年１０月１日以降のもの
（又は非課税である証明書）　　　　　　　　　　　　　　　　
納税証明書…個人：その3の2　法人：その3の3

○

13 県税納税証明書（すべての県税） ○

申請日までに納期限が到来した税に係る徴収金に未納のない
県税事務所長の証明（令和６年１０月１日以降に証明のも
の。宮城県の場合は所定様式）
①県内に本店，支店，委任先として営業所等を有する場合：
宮城県の納税証明。
②県内に本店，支店，営業所等を有しない場合：本店所在地
の納税証明（委任先の支店がある場合は，委任先所在地の納
税証明書）。

○

14 市税納税証明書（すべての市税） 市指定様式 ○

大崎市指定様式 申請日の１か月前までに納期限が到来した
税に係る徴収金に未納のない市長の証明（令和６年１０月１
日以降に証明のもの）
市内に本店，又は委任先として支店・営業所等を有する場合
のみ提出。

○

15
直前２年間の各営業年度の財務諸
表

個人業者の場合は確定申告書の写しに替える。 ○

16 直前３年間の業務実績表
様式第１号（そ
の７）（第４条
関係・管理用）

大崎市指定様式 業種毎に作成すること【国県提出様式によ
る提出可。コード等がある場合は補足すること】。

○

17 技術者経歴書
様式第１号（そ
の８）（第４条
関係・管理用）

大崎市指定様式 支店(社)等に委任する場合は，所属する技術
者に「支」印をつけること【国県提出様式による提出可。
コード等がある場合は補足すること】。

○

18
ISO(国際標準化機構)規格の登録
証

○
ISO9000・14000シリーズが対象，本店及び委任先で取得して
いる場合提出

○

19 障害者雇用状況報告書 ○ 障害者雇用状況報告書様式第６号写しを提出 ○

20
独占禁止法違反，営業停止又は
指示処分等の通知

○ 該当者のみ提出 ○

●その他提出物

21 記録メディア
電子データ提出の対象様式（記入済）を記録した記録メディ
アを，申請要領に従い提出すること。 必須

22
受理票（希望者のみ）
（返信用はがき）

受理票を希望する場合は，「返信用はがき」を同封するこ
と。

希望者
のみ

23
返信用封筒
（長型3号）

入札参加登録通知書を送付します。申請者の住所・氏名等を
記入のうえ，料金分の切手を貼付すること。
※料金不足が発生しないようご注意願います。

○

入札参加資格審査申請における必要書類一覧 [管理業務]
  申請にあたっては，必要書類を以下の順番で綴り，提出してください。
　申請は，大崎市の指定様式により申請してください。なお，申請者において，指定様式と内容を同じくする書類（業務実績表，
技術者経歴書）がある場合は，指定様式に変えることができます。

 下表の番号順でフラットファイルＡ４（樹脂製とじ具・樹脂押え具）に綴ってください。また，Ａ４でないものはＡ４サイズの
紙に貼りつけてから綴ってください。
（注意）郵送での申請も可としていますが，不足書類のある業種・部門の登録は行いませんので，十分に必要書類を確認のうえ
申請してください。



様式第１号（その５）（第４条関係・管理用） 登録番号

登 録 希 望 業 務 総 括 表

業　種　名 年間平均実績高(千円) 部　　門　　名 備　考

印刷 印刷業務 ― ― ―

電算業務 ソフトウェア開発 データ入力 システム開発

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ 計算業務 画像通信システム ホームページ作成

システム保守 電子情報配信サービス ネットワーク ―

● 建物清掃 貯水槽 害虫駆除 ● 空調設備清掃

道路側溝清掃 プール施設清掃 ねずみ駆除 路面清掃

● 浄化槽清掃 ― ― ―

消防設備 通信施設 エレベーター 空調設備

ボイラー 浄化槽 自動ドア 環境測定機器

音響設備 ＯＡ機器保守管理 電話交換機保守管理 遊具

スポーツ施設運営管理 プール運営管理 舞台設備運営管理 舞台吊物

照明設備 舞台稼動壁 可動席 プール・浴槽ろ過

医療機器 ＬＰガス強制気化装置 厨房機器 電気設備

電気保安 防火対象物 舞台照明 舞台音響

給水・給湯設備 駐車場管理装置 防災・防犯設備 医療施設設備

公民館施設管理 スポーツ施設・設備 道路等維持管理 ―

ごみ処理施設の保守管理 し尿処理施設の保守管理 ごみ処理施設機器修繕 計装設備

焼却施設清掃 槽内清掃 ごみ処理施設の運転管理 し尿処理施設の運転管理

最終処分場の運転管理 し尿処理施設機器修繕 ― ―

● 警備 10000 ● 機械警備 警備員派遣 貴重品輸送 ―

除草 樹木剪定 害虫駆除 芝生

庭園管理 造林 下刈 間伐

伐採・樹木管理 森林病害虫防除 ― ―

下水道浚渫清掃等 真空システム 浄化センター維持管理 農集排処理施設維持管理

雨水排水ポンプ場維持管理 マンホールポンプ場維持管理 管路施設管理 テレビカメラ調査

上水道施設の保守管理 上水道浚渫清掃等 浄水場・配水場運転管理 漏水調査

テレビカメラ調査 取水井戸洗浄・浚渫 ろ過装置保守管理 ―

大気調査 水質調査 環境アセスメント 産業廃棄物分析

室内環境測定 計量証明事業 臨床検査 食品検査

ねずみ・衛生害虫調査
上水道・特定施設
排水の水質検査

下水道・特定施設
排水の水質検査

上水道の水質検査

地下タンク漏洩検査 ボイラー煤煙測定
放射線測定・

放射性核種分析 ―

● 市場調査 交通量調査 ● 世論調査 埋設物調査

山林・立木調査 ダイオキシン 大気・水質・土壌 騒音・振動

漏水 埋蔵文化財発掘 生物・生態 電波障害

都市・地域 環境 地域福祉 介護・高齢福祉

児童福祉 保健福祉 産業 防災

情報システム 医療 ― ―

一般廃棄物の収集･運搬
産業廃棄物の

収集･運搬
特別管理産業廃棄物

の収集･運搬
一般廃棄物の処分

産業廃棄物の処分
特別管理産業
廃棄物の処分 機密文書処理 ―

車両 車検 普通車運行管理 バス運行管理 点検・整備

健康診断 介護サービス ストレスチェック 手話通訳

生活困窮者自立支援 ― ― ―

翻訳 速記 音声反訳・会議録作成 引越し

外国語指導助手 給食 楽器の調律 マラソン等計測

旅行 医療事務 運送 検針収納業務

水道メーター交換 除雪 学校業務員代行 選挙用掲示板設置・撤去

舞台照明・音響オペレーター業務 火葬 人材派遣 通訳サービス

美術品取扱 飲料水ボトル製造 指定ごみ袋製作 経営分析

リネン管理 物品管理 電話交換 保育施設運営・管理

市税等収納 研修
エネルギーサービス

プロバイダー ―

広告企画 催物企画運営 会場設営 印刷物企画デザイン

看板設置 ― ― ―

プリント加工 映画製作 ビデオ製作 スライド製作

マイクロ写真製作 番組製作 アルバム作成 ―

その他 ― ― ― ―

商号又は名称

電算業務

● 建物等の清掃 550000

ごみ・し尿処
理施設

緑地等の
保守管理

下水道施設

上水道施設

検査･分析業務

● 調査業務 50000

計画策定

廃棄物関連

福祉関連

広告・イベント

写真･映画等作成

施設等の
保守管理

業務代行

※次の部門に登録を希望する場合は、下記要件を満たしていること。

 「浄化センター維持管理」　→　国土交通省「下水道処理施設維持管理登録規定」第２条に規定する登録

 「農集排処理施設維持管理」　→　宮城県の浄化槽保守点検業者登録

 「雨水排水ポンプ場維持管理」　→　電気工事士

 「マンホールポンプ場維持管理」　→　電気工事士

 「人材派遣」　→　労働者派遣事業許可

建設関連業務以外の業務について，記載してください。
登録を希望する業種，部門のみ，ドロップダウンリストから「●」を選択

する。

業種ごとに実績高を合計し記入してください。

実績高については，過去2年の決算の実績高の平均を記載してくださ
い（千円未満四捨五入）。

※実績高について，建設関連業務と業務内容が重複し，実績高の区
分が難しい場合は，どちらかにまとめて記載してもかまいません。（管
理業務側にまとめて記載した場合，建設関連業務の実績には「管理
業務に実績計上」と記載のこと。）。

「電気保安」に登録を希望する場合は電気事業法施行規則第52条の2の要件に

該当する個人事業者，又は法人であること。

記入例
※行の高さ・列の幅を変更しないこと

※電子データも提出すること

現登録がある場合は必ず記載すること

※今回の申請から以下の部門を追加しました。

　 ①業種：電算業務　　　　　　　　　部門：ネットワーク

　 ②業種：施設等の保守管理　　　部門：公民館施設管理

　 ③業種：施設等の保守管理　　　部門：スポーツ施設・設備

　 ④業種：施設等の保守管理　　　部門：道路等維持管理

　 ⑤業種：福祉関連　　　　　　　　　部門：生活困窮者自立支援

　 ⑥業種：業務代行　　　　　　　　　部門：音声反訳・会議録作成

　 ⑦業種：業務代行　　　　　　　　　部門：市税等収納

　 ⑧業種：業務代行　　　　　　　　　部門：研修

　 ⑨業種：業務代行　　　　　　　　　部門：エネルギーサービスプロバイダー

※今回の申請から以下の部門を削除しました。

　 ①業種：業務代行　　　　　　　　　部門：音声テープ翻訳



様式第１号（その６）（第４条関係・管理用）

登録番号

許認可及び有資格者状況表

建築物における衛生的環境の確保に関する法律
に基づく事業登録

許可・認可有無

建築物清掃業 ● 宮城県●●清第●号

建築物空気環境測定業

建築物空気調和用ダクト清掃業

建築物飲料水水質検査業

建築物飲料水貯水槽清掃業

建築物排水管清掃業

建築物ねずみ昆虫等防除業

建築物環境衛生総合管理業 ● 宮城県●●衛生●号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく許
可

許可・認可有無

収集運搬業

処分業

産業廃棄物収集運搬業 ● 宮城県●●●● 岩手県●●●●

特別管理産業廃棄物収集運搬業 ● 宮城県●●●● 仙台市●●●●

産業廃棄物処分業

特別管理産業廃棄物処分業

許可・認可・登録番号

業種名 上記以外の事業許可・認可 許可・認可・登録番号

下水道施設 下水道処理施設維持管理業者

検査・分析業務 計量証明事業 第●●号

有資格者数　（単位：人）

ビル管理士 3 消防設備士 第１種電気主任技術者

ボイラー技士 電気工事士 第２種電気主任技術者

危険物取扱主任者 1 冷凍機械責任者 第３種電気主任技術者

ビルクリーニング士 1 清掃員数

許可・認可・登録番号

許可・認可・登録番号

一般廃棄物処理業

警備業法に基づく登録

記入例
※表の高さ・幅を変更しないこと

現登録がある場合は必ず記載すること

許可を有している場合は，ドロップダウンリストか

ら「●」を選択する。

廃棄物関連の許可等については，県内外に関わらず記入して

ください。(許可証等の写しもすべて添付してください)

業種名には「登録希望総括表」から対応する業種名を記入し，

上記以外の事業許可等の名称，許可番号を記入してください。

書ききれない場合は,別紙を作成してください。

有資格者数を記入してください。

「人」等の単位は記入せずに，数字のみ

を記入してください。



様式第１号（その７）（第４条関係・管理用）

業 務 実 績 表

記載要領 ① 業務ごとに，直前３年間の官公庁からの受注実績を記入して下さい。官公庁からの受注実績がない場合は，実績なしと記入して
ください。

② 業務実績の多い場合，本書で要求している内容のわかるものであれば，他の様式でもかまいません。

業 種 名 発 注 者 物 件 名 ・ 業 務 名 ・ 業 務 内 容
（下請けの場合は（下請）と記入する。）

施 行 場 所
（都道府県）

契 約 金 額
（千円）

施 行 年 月

※市様式にかえて，国県提出様式写しによる提出可。ただし，コード等がある場合は，

内容を補足すること。

指定様式の内容がわかるものであれば，任意様式も可。



様式第１号（その８）（第４条関係・管理用） 

 技   術   者   経   歴   書 

  （種別）              

氏    名 
最  終  学  歴 法 令 に よ る 免 許 等 

実   務   経   歴 実務経験年月数 
学校の種類 専 攻 学 科 名     称 取 得 年 月 日 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

          年  月 

 

  記載要領 

   １ 本表は，業種の各別に作成すること。 

     また，「氏名」の記載は，営業所（本店又は支店若しくは常時契約する事務所）ごとにまとめて行い，その直前に，（ ）書きで当該営業所名を 

    記載すること。 

   ２ 「学校の種類」の欄には，大学，高等専門学校等の別を記載すること。 

   ３ 「法令による免許等」の欄には，業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。 

    （例：○○士，○○者） 

   ４ 「実務経歴」の欄には，最近のものから記載すること。  

 

※市様式にかえて国県提出様式写しによる提出可。ただし，コード等がある場合は，内容

を補足すること。 

 

市指定様式の内容がわかるものであれば，任意様式も可。 


